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合併の効果、合併による問題点・解決策、残された課題について

(財)日本都市ｾﾝﾀｰが実施した合併市に対するｱﾝｹｰﾄ結果（合併後一定期間を経過した団体に実施）

【対象】H10.12～H18.3に合併した421市 【回収数（率）】416市（98.8％）

※（財）日本都市センターの「市町村合併に関するアンケート調査」の結果により作成
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合併による問題点
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合併後の残された課題
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合併後のメリット・デメリットについて

※(社)日本経営協会の「市町村合併後の行財政課題等に関するアンケート調査報告書」（平成19年7月）により作成

(社)日本経営協会が実施した合併市町村に対するアンケート結果（H19.5実施）

【対象】H15.4.1～H19.3.31に合併した市町村555団体 【回収数（率）】370団体（66.7％）
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※「市町村合併を活かした過疎地域の振興に向けて」（平成18年3月、総務省
自治行政局過疎対策室）により作成

総務省（過疎対策室）が実施した合併した過疎市町村に対するアンケート結果（H17.10実施）

【対象】H12.4.1～H17.4.1に合併した過疎関係市町村187団体 【回収率】100％

新市町村における合併に伴う過疎対策上の問題・課題 地域ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ等の維持・強化に関する方向性

合併に伴う過疎対策事業の進捗への影響


